
（対象年度：令和5年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力

都道府県名 団体名

島根県 益田市

財政力指数 0.39 標準財政規模（百万円） 15,108

R6.1.1人口(人) 43,708 令和5年度職員数(人) 377

面積（K㎡) 733.19 人口千人当たり職員数(人) 8.6

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

実質的な
債務

その他

債務高水準

建設債

(単位：人）

H22年 50,015 6,441 12.9% 28,043 56.1% 15,466 31.0% 2,101 9.0% 5,067 21.8% 16,070 69.2%

H27年 47,718 5,912 12.4% 24,962 52.5% 16,674 35.1% 1,875 8.3% 4,806 21.3% 15,852 70.4%

R2年 45,003 5,329 11.8% 22,470 49.9% 17,204 38.2% 1,698 7.7% 4,618 20.9% 15,818 71.5%

構成比
第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口

調査年 総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比

全国平均

島根県平均 34.2% 6.6% 23.5% 69.9%

23.4% 73.4%

12.2% 53.6%
R2年

11.9% 59.5% 28.6% 3.2%
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※平均値は、いずれもR4年度

※１．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

　 ２．グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R4年度における類型区分である。

　 ３．各項目の平均値は、各団体のR4年度計数を単純平均したものである。

　 ４．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。

 　５．債務償還可能年数における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　また、分母（行政経常収支）がマイナスの場合は集計対象から除外とするが、分子（実質債務）及び分母（行政経常収支）が共にマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。

　　　なお、債務償還可能年数が100年以上の団体は集計対象から除外している。

 　６．実質債務月収倍率における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（月）」として単純平均している。

（R5年度） 益田市 全国平均 類似団体平均

益田市 全国平均 類似団体平均

益田市 全国平均 類似団体平均

◆財務指標の経年推移
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（単位：年）

（単位：％）

健全化判断比率 益田市 早期健全化 基準 財政再生 基準

実質赤字比率 - 12.77% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 17.77% 30.00% 

実質公債費比率 10.1% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 66.7% 350.0% -

債務償還可能年数 9.1年 7.4年 4.8年 5.8年 6.0年

実質債務月収倍率 16.1月 14.1月 11.5月 11.0月 10.7月

積立金等月収倍率 2.3月 2.3月 3.0月 3.5月 3.6月

行政経常収支率 14.7% 15.8% 19.8% 15.6% 14.7%

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
（参考）

島根県
平均値

5.2年 4.2年 7.0年

6.7月 6.1月 14.0月

6.1月 7.5月 5.3月

11.5% 13.9% 17.0%

類似団体
平均値

全国
平均値

類似団体区分

都市Ⅰ－３

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５か年推移

益田市

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）

益田市 全国平均 類似団体平均
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 5,406 5,326 5,384 5,406 5,512 22.7% 4,236 25.2%

　地方譲与税・交付金 1,276 1,469 1,689 1,646 1,670 6.9% 1,142 6.8%

　地方交付税 8,920 9,133 9,859 9,571 9,453 38.9% 5,777 34.4%

　国（県）支出金等 5,282 6,439 7,603 7,339 6,766 27.8% 4,661 27.8%

　分担金及び負担金・寄附金 348 273 316 330 355 1.5% 464 2.8%

　使用料・手数料 337 325 325 319 321 1.3% 312 1.9%

　事業等収入 213 208 198 186 238 1.0% 191 1.1%

行政経常収入 21,784 23,173 25,374 24,797 24,316 100.0% 16,783 100.0%

　人件費 3,638 3,734 3,594 3,676 3,800 15.6% 2,923 17.4%

　物件費 3,016 3,321 3,612 3,739 3,826 15.7% 2,891 17.2%

　維持補修費 145 177 229 242 245 1.0% 247 1.5%

　扶助費 6,007 6,161 6,850 6,601 6,487 26.7% 4,114 24.5%

　補助費等 2,881 3,345 3,305 3,903 3,600 14.8% 2,946 17.6%

　繰出金（建設費以外） 2,675 2,599 2,620 2,639 2,654 10.9% 1,597 9.5%

　支払利息 203 168 133 112 108 0.4% 65 0.4%

　（うち一時借入金利息） (1) (1) (1) (0) (2) (0)

行政経常支出 18,565 19,505 20,344 20,913 20,721 85.2% 14,782 88.1%

行政経常収支 3,219 3,668 5,030 3,884 3,595 14.8% 2,001 11.9%

　特別収入 257 4,758 812 1,324 178 310

　特別支出 61 4,626 185 250 99 189

行政収支（A） 3,414 3,800 5,657 4,958 3,674 2,122

■投資活動の部■

　国（県）支出金 917 717 795 758 636 40.9% 672 36.5%

　分担金及び負担金・寄附金 91 113 86 105 105 6.8% 397 21.6%

　財産売払収入 20 128 31 14 129 8.3% 56 3.1%

　貸付金回収 74 85 76 70 43 2.7% 179 9.7%

　基金取崩 362 414 265 655 643 41.3% 537 29.2%

投資収入 1,464 1,458 1,254 1,601 1,556 100.0% 1,841 100.0%

　普通建設事業費 3,017 2,613 3,550 4,341 3,323 213.5% 2,425 131.7%

　繰出金（建設費） 16 10 18 17 7 0.5% 3 0.1%

　投資及び出資金 104 141 157 204 185 11.9% 142 7.7%

　貸付金 50 99 76 72 42 2.7% 166 9.0%

　基金積立 152 167 141 680 329 21.1% 674 36.6%

投資支出 3,338 3,031 3,943 5,313 3,885 249.7% 3,409 185.1%

投資収支 ▲1,874 ▲1,573 ▲2,689 ▲3,712 ▲2,329 ▲149.7% ▲1,568 ▲85.1%

■財務活動の部■

　地方債 2,544 2,275 2,726 2,667 2,533 100.0% 1,478 100.0%

  （うち臨財債等） (596) (602) (512) (193) (85) (146)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 2,544 2,275 2,726 2,667 2,533 100.0% 1,478 100.0%

　元金償還額 3,953 3,893 3,683 3,615 3,332 131.6% 1,841 124.6%

　（うち臨財債等） (788) (827) (880) (897) (886) (585)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 3,953 3,893 3,683 3,615 3,332 131.6% 1,841 124.6%

財務収支 ▲1,410 ▲1,619 ▲957 ▲948 ▲800 ▲31.6% ▲364 ▲24.6%

収支合計 131 608 2,011 299 545 191

償還後行政収支（A-B) ▲539 ▲94 1,974 1,344 341 281

■参考■

実質債務 29,347 27,362 24,518 22,843 21,813 9,308

（うち地方債現在高） (33,605) (31,986) (31,029) (30,081) (29,281) (17,699)

積立金等残高 4,268 4,627 6,513 7,239 7,469 8,553

※類似団体平均値は、各団体のR４年度計数を単純平均したものである。

類似団体平均値
（R4年度）R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

(百万円)
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〔益田市〕 
◆ヒアリングを踏まえた総合評価 
１．債務償還能力について 

 債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行
政経常収支率を利用して、ストック面（債務の水準）とフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っている。 
 
【診断結果】 
・債務償還能力については、以下のことから、留意すべき状況にないと考えられる。 
 
(1) ストック面（債務の水準） 
 債務の水準を示す実質債務月収倍率は、診断年度である令和５年度では 10.7 月と当方の診断基準（18か月）を
下回っていることから、債務高水準の状況にない。 
（全国平均は 6.1月、類似団体平均は 6.7月 ※いずれも令和４年度平均値。以下同じ。） 
なお、債務償還可能年数は、診断年度である令和５年度では 6.0年と当方の診断基準（15年）を下回っている。 
（全国平均は 4.2年、類似団体平均は 5.2年） 

 
(2) フ口ー面（償還原資の獲得状況） 
償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率は、診断年度である令和５年度では 14.7％と当方の診断基準

（10％）以上となっていることから、収支低水準の状況にない。 
（全国平均は 13.9％、類似団体平均は 11.5％） 
なお、債務償還可能年数は、診断年度である令和５年度では 6.0年と当方の診断基準（15年）を下回っている。 
（全国平均は 4.2年、類似団体平均は 5.2年） 

 

２．資金繰り状況について 

 資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力とし
ての積立金等の水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。 
 
【診断結果】 
・資金繰り状況については、以下のことから、留意すべき状況にないと考えられる。 
 
(1) ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水準） 
 資金繰り余力としての積立金等の水準を示す積立金等月収倍率は、診断年度である令和５年度では 3.6月と当方
の診断基準（3か月）以上となっていることから、積立低水準の状況にない。 
（全国平均は 7.5月、類似団体平均は 6.1月） 
なお、行政経常収支率は、診断年度である令和５年度では 14.7％と当方の診断基準（10％）以上となっている。 
（全国平均は 13.9％、類似団体平均は 11.5％） 
 

(2) フ口ー面（経常的な資金繰りの余裕度） 
上記１．債務償還能力について(2) フ口ー面のとおり。 
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●計数補正           

  債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたっては、ヒアリングを踏まえ、以下の計数補正を行っている。   

  № 補正科目 理由   

  

1 
補助費等 

一部事務組合（その他） 

益田地区広域市町村圏事務組合の建設改良費にかかる負担金は、投資的経

費と判断されるため、補助費等から減額補正する。 

補正額は令和３年度 233,526千円、４年度は 92,202 千円、５年度は 1,048,057 

千円。   

  

2 
普通建設事業費 

単独事業費 

益田地区広域市町村圏事務組合の建設改良費にかかる負担金は、投資的経

費と判断されるため、普通建設事業費に増額補正する。 

補正額は上記のとおり。   

  
3 

国（県）支出金等 

国庫支出金 

令和２年度特別定額給付金給付事業費補助金 4,581,500 千円は、臨時的かつ

多額な収入であるため、国（県）支出金等から減額補正する。   

  
4 

行政特別収入 

その他 

令和２年度特別定額給付金給付事業費補助金 4,581,500 千円は、臨時的かつ

多額な収入であるため、行政特別収入として増額補正する。   

  
5 

補助費等 

その他 

令和２年度特別定額給付金給付事業費 4,581,500 千円は、臨時的かつ多額な

支出であるため、補助費等から減額補正する。   

  
6 

行政特別支出 

その他 

令和２年度特別定額給付金給付事業費千 4,581,500 円は、臨時的かつ多額な

支出であるため、行政特別支出として増額補正する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
類似団体平均値

（R4年度）

債務償還可能年数 11.4年 11.0年 11.5年 11.2年 10.6年 9.1年 7.4年 4.8年 5.8年 6.0年 5.2年

実質債務月収倍率 19.5月 19.1月 19.3月 18.5月 17.3月 16.1月 14.1月 11.5月 11.0月 10.7月 6.7月

積立金等月収倍率 2.6月 2.5月 2.3月 2.3月 2.4月 2.3月 2.3月 3.0月 3.5月 3.6月 6.1月

行政経常収支率 14.1％ 14.4％ 13.9％ 13.7％ 13.5％ 14.7％ 15.8％ 19.8％ 15.6％ 14.7％ 11.5％

財務上の留意点

●財務指標の経年推移

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。

　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

参考１　診断基準 　参考２　財務指標の算式

定義 　・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支

　・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）

　・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）

　・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

　※実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等

　　有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等

　　積立金等＝現金預金＋その他特定目的基金

　　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

債務高水準
①実質債務月収倍率24か月以上

②実質債務月収倍率18か月以上かつ
　債務償還可能年数15年以上

積立低水準
①積立金等月収倍率1か月未満

②積立金等月収倍率3か月未満かつ

　行政経常収支率10%未満

収支低水準
①行政経常収支率0%以下

②行政経常収支率10%未満かつ
　債務償還可能年数15年以上
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○財務指標への影響 

財務指標 年度 計数補正前 計数補正後 

 

債務償還可能年数（年） 令和２年度 7.4 7.4 
 

実質債務月収倍率（月） 令和２年度 11.8 14.1 
 

積立金等月収倍率（月） 令和２年度 2.0 2.3 
 

行政経常収支率（％） 令和２年度 13.2 15.8 
 

債務償還可能年数（年） 令和３年度 5.1 4.8 
 

実質債務月収倍率（月） 令和３年度 11.5 11.5 
 

積立金等月収倍率（月） 令和３年度 3.0 3.0 
 

行政経常収支率（％） 令和３年度 18.9 19.8 
 

債務償還可能年数（年） 令和４年度 6.0 5.8 
 

実質債務月収倍率（月） 令和４年度 11.0 11.0 
 

積立金等月収倍率（月） 令和４年度 3.5 3.5 
 

行政経常収支率（％） 令和４年度 15.2 15.6 
 

債務償還可能年数（年） 令和５年度 8.5 6.0 
 

実質債務月収倍率（月） 令和５年度 10.7 10.7 
 

積立金等月収倍率（月） 令和５年度 3.6 3.6 
 

行政経常収支率（％） 令和５年度 10.4 14.7 
 

 
 
３．財務の健全性確保に向けた留意事項等について 

（１） 直近５年間における各系統の状況 

【債務系統】：直近５年間債務高水準となっていない。 

・地方債残高の減少に伴い実質債務月収倍率も低下しており、基準値（18か月）を下回って推移している。 

 

【積立系統】：直近５年間積立低水準となっていない。 

・積立金等残高の水準が低く、令和２年度までは積立金等月収倍率が基準値（3か月）を下回っていたもの

の、行政経常収支率が基準値（10％）を上回っていることから積立低水準とはなっていない。積立金等残高は

増加傾向にあり、令和３年度からは積立金等月収倍率が基準値（3か月）を上回って推移している。 

 

【収支系統】：直近５年間収支低水準となっていない。 

・行政経常収支が令和３年度までは増加し、４年度以降は減少している。そのため、行政経常収支率も同様に

上昇し、低下しているが、15％～20％程度の範囲内であり、基準値（10％）を上回って推移している。 
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（２）今後の見通し 

 貴市においては、令和５年 12月、中期的財政見通しとして「益田市中期財政計画」（計画期間：令和６年度～令和

10年度）を使用。当方において、当該財政計画を基に算出した財務指標（計画終了年度：令和 10年度）は以下のと

おりである。 

 指標 令和５年度 
令和 10年度 

備 考 
令和 5年度との比較 

(ア) 
実質債務 

月収倍率 
１０．７月 

９．２月 ・地方債発行額が元金償還額を下回るよう建設事業を抑制することで、地方

債現在高が減少することから、実質債務は減少する見通し。 

・下記(イ)参照 

良化 

（▲１．５月） 

(イ) 
行政経常 

収支率 
１４．７％ 

１３．０％ ・国（県）支出金等が新型コロナウイルス感染症対策や物価高騰対策の国庫

支出金の減少に伴い行政経常収入が大きく減少し、令和６年度は８．７％と基

準値（10％）を一時的に下回る見通し。 

・補助費等が上記と同様の理由による減少に伴い行政経常支出が減少する

見通し。 

悪化 

（▲１．７ポイント） 

(ウ) 
債務償還 

可能年数 
６．０年 

５．９年 
・上記(ア)参照 

・上記(イ)参照 
良化 

（▲０．１年） 

(エ) 
積立金等 

月収倍率 
３．６月 

３．４月 ・上記（ア）に加え、繰上償還実施のための減債基金の取崩しにより積立金等

残高が減少し、令和６年度は２．９ヶ月と基準値（３か月）を一時的に下回る見

通し。 

・上記(イ)参照 

悪化 

（▲０．２月） 

●計数補正           

  

債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたっては、ヒアリングを踏まえ、以下の計数補正を行ってい

る。 

  № 補正科目 理由 

  

1 
補助費等 

一部事務組合（その他） 

益田地区広域市町村圏事務組合の建設改良費にかかる負担金は、投資的

経費と判断されるため、補助費等から減額補正する。 

補正額は令和６年度 292,903 千円、９年度は 5,253 千円、10年度は 200,573

千円。 

  

2 
普通建設事業費 

単独事業費 

益田地区広域市町村圏事務組合の建設改良費にかかる負担金は、投資的

経費と判断されるため、普通建設事業費に増額補正する。 

補正額は上記のとおり。 
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○財務指標への影響 

財務指標 年度 計数補正前 計数補正後 

 

債務償還可能年数（年） 令和６年度 12.4 10.6 
 

実質債務月収倍率（月） 令和６年度 11.2 11.2 
 

積立金等月収倍率（月） 令和６年度 2.9 2.9 
 

行政経常収支率（％） 令和６年度 7.5 8.7 
 

債務償還可能年数（年） 令和９年度 5.7 5.7 
 

実質債務月収倍率（月） 令和９年度 9.5 9.5 
 

積立金等月収倍率（月） 令和９年度 3.3 3.3 
 

行政経常収支率（％） 令和９年度 13.8 13.8 
 

債務償還可能年数（年） 令和 10年度 6.3 5.9 
 

実質債務月収倍率（月） 令和 10年度 9.2 9.2 
 

積立金等月収倍率（月） 令和 10年度 3.4 3.4 
 

行政経常収支率（％） 令和 10年度 12.1 13.0 
 

 

①債務償還能力について 

 

【債務償還能力】 

債務償還能力の今後の見通しについては、以下のことから留意すべき状況にないと考えられる。 

・(ア)及び(ウ)より債務高水準の状況にない。 

・(イ)及び(ウ)より収支低水準の状況にない。 

 

② 資金繰り状況について 

【資金繰り状況】 

資金繰り状況の今後の見通しについては、以下のことから留意すべき状況にないと考えられる。 

・(エ)及び(イ)より積立低水準の状況にない。 

・(イ)及び(ウ)より収支低水準の状況にない。 

 

（３）今後の財政運営に係る留意点等について 

貴市においては、市町村合併に伴う普通交付税額算定の特例終了を見込み、平成 25年度～令和２年度に益田

市行政改革指針等に基づく行財政改革に取組んできたところである。 

こうしたなか、令和２年度まで基準値（3か月）を下回っていた積立金等月収倍率が行財政改革の影響に加えコロ

ナ禍による減少を見込んだ歳入の上振れなどから改善し、令和３年度以降は基準値に達している。 

しかしながら、今後について、令和５年 12月に策定した「中期財政計画」（計画期間：令和６年度～令和 10年度）

において、令和６年度には減債基金の大幅取り崩しなどから再度基準値を下回るものの、令和７年度以降は基準値

に回復する見通しとなっているが、積立金残高の水準が高くないなか、残高の下振れ懸念も踏まえ、不測の事態に

備え財政規模に見合う水準の積立金を確保しておくことが望まれる。 
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